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　　　　　　　　　　　　・第5章航法関係分野の展望

　　　1．意　　　義

　　　航法関係技術の進歩は、人命尊重に直接貢献するところに極めて重要な意義

　　がある。遭難船舶、遭難航空機等の位置、状況等の把握の現状は・時間的及び

　　地理的に大き壕制約を余儀なくされている。航法に対する衛星システムの導入

醐は・あらゆる三三ついて鵬三つ三三鰍況を把三三三つ高

　　い信頼度の入命救助を可能にするような直接的な貢献と、船舶、航空機等の位置

　　　と動きとを常時正確に測定し、その結果を船舶、航空機又は管制官等に通報す、

　　　るととにより衝突等の事故を予防するような間接的：な貢献とがある・更に管制・

　　航行及び一般業務の効率化・高信頼化を図ることができ、この面への責献も極

　　　めて大きい。これらの技術は将来、＝部はそのままで、また他の一部は更に発

　　面して宇宙船の航行、救難等広く惑星を含む空間までを対象とするシろテ．ムを

　　構成するであろう。また技術の進歩にタっては自動車、個此等を対象とする捜

　　砂海にも貢献できるであろう。

・舗

　　　2．内外の動向

　　　　（1）　日本の動向㌧　　　　　　　　・

　　　　航繭動ステムの基本と澗合爵及臨空虚蝉翠技術につい砿

　　運輸省電子航法研究所に凝いて世界水準の技術開発が進められて知り、理論解　’

　　　析、基礎実験等はすでに終了し、実際の衛星による最終確認待ちの蝶階に達し

　　　ている0　－

　　　　位置決定用デ」タを得る測距技術並びに位置、管制等の情報を伝送する通信
　　　　r　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・　　　　　、

　　　技術につ咳に・騰舗子雛研究所、鄭啄舗波研究所・畔酷電言訟

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一7、3一
　　　　　　｝　－
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　　　　　　　　　　ノ社及び国際電信電話株式会社において、実際の衛畢による各種の実験が実施さ

れ、システムの実現に必要な技術がすでに確立されている。

　膨大な測距データρ収集・処理・記憶・自動選択通報、遭難移動体の識功・

輝‘時刻の働検出と劇救助齢関係機関・救助鱒への瞬欄・衝

突予知・進路情報・航路情報・気象豊町等関連情報・警報の総合処理と通報等

々、巨大なデ「タ通信システムが必要であるが、これらにづいては’ 坙{電信電

話公社でサ㎞ビスを行っている舗のデ，樋信システム漣魏の航空路レ J
一ダー情報処理シメテム等により、・基礎技術は確立されている。

富麗綿旅よる航空航法醒評価実験計画（エア吋ット計画）に臆輸

省が参画面て守り、航空航法衛星システムの技術基準の明確化等について寄与

している。

　（2）外国の動向／

　　米国ではATS（応用技術衛星）1号、3号及び5号を使用して、早くか

らNASA、沿岸警備隊、海事局等が航法に関する実験を行ってきた6

5実用システムとしては196食年に米国海軍の航法衛星システム（NNSS）

が運用に入り、1967年以降は民間の利用も可能になった。NNSSは現時
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　⑳
点で唯一の全世界的測位システムであり、従来のいかなる電子航法システムよ

りも高精度なため、各国船舶により幅広ぐ利用されている。宇宙部分は高度約

100b肋の円極軌道上の6働D循星で構成され、船上でこの電波を受信して

小形の電子計算機により自船め位置を決定するものであり、更に性能を向上す

るための改良が進あられそいる。

次の世代の航法醒システムとし砿熱海空軍力・共同で全世界飛騨

　　　　　　　　　　　　　　　　　　ノテム（GPS期NAVST△Rと称されて鴨6）ρ開発を進めて・いる・こ

れは複数衛星からの電波を受信する受動的測距により3次元高精度測位システ

　　　　　　　　　　　　　　　　一747

ムを実現するものである。基礎的嫉験は・9、67年から始められて納・

1984年に最終形態（衛星24個）たなる予定である。

吏に米国では既存の地上のDABS（サーペィラン扱び航空機と基地局間

のデータリンクシステム）の覆面拡張・処理能力増大のために衛星を用いる計

画（ASTRO－DABS計画〉が進あられている。衛星は静止軌道上に6個、

24時間周期の＄0・傾斜円軌道上に6個配置されそ、米国をカバーするもの

編で・測蝉度は3次元で25御とな，っている・

　　　ツ連ではコスモスシリーズの中に航空機・船舶等の航法のための衛星が含ま

　　れている。83．。傾斜円軌道を用い、軌道面の間隔60。の6つの軌道に各1

　　個の衛星が配置されている。

　　　このほか米国のNASA及びカナダでは無人地域に卜いて遭難した航空機及

　　び一部船舶から発せられるビーコン電波を衛星で受信し、2～5伽の精度で位

　　置を算出するSARSATの計画が進められている。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　’
　　3　実施出題

　　　船舶航法衛星と航空航法衛星とは、初期段階では、現在の慣習の：影響を受ける

㌔と、技術的嚇干の差異があること等の理由により、それぞれ卿シス

，テムとして醗され 窒ｱと彫う・しかし1・20σ0年前後輪上げ墾の

　　拘束が殆んど無くなり、更に人間の判断が極めて重要なミッションであること

　　から有人管制基地の鰍が予想さ摘ので・この段階では船舳腔両ミ・シ

　　ョンのみならず、宇宙船の航行、管制等まで統合した総合管制基敢に移行する

　』ことになろう。

　　　航法鯉では耀決定（測位）精度の要求によって澤電力｝アンチ埴径

等阿るが・船舶航法衛星の劉導と既約㌔甑狭水回150

　　　　　　　　　』　　’　　　　　二7与『’
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πであり、衛星重量はさほど焼きくならない。この場合は、むしろ地上に餅け

る膨大かっ複雑なデータ処理・通報システムが大きい開発要素となろう・

‘と蓼対し＼航空航法鯉では・3次元の測位を腰とし隈求精興50

解とらう厳しい値であり、更に測位の時間間隔・も短かいため∴アンテナ直径約’

i・糀滴出力送信機約4・台という大規模な群雨ちざるを徽い・地上

めデー艇理回報システムはやはり大規考莫で励・重要な醗要素である・・

また将来に澄ける統合システムへの移行が容易なように船舶及び航空性システ　三

下の整合が図られてい回れば．をら帥・　　　　　嗣

　玖下達成目標ごとに：実施課趨の概要を述べるが、達成予定時期の早いものか・

ら（亜＝⊃（画………と記号を定めることにする・

　　　嘩i三⊃三四嗣の航法醒であり・船朧骸とする藤・辮・気

　　象1航蕗通報、測位、通信連絡、．三図作成等を目的とするもので、実現時期は

　　1980年代中頃と考えられる。一般船舶の測位についてはグローバルカバレ

　　ジで鍍1．5々。、半径1，500励日本周辺海域については精度150肌が得

　　られ、海図調査船（船上に直径2・窩Qアンテナ3台を設置した船）では精度10

／　η1が得’られるg測位以外のミッションについてはグローバルカパレジの

　　ザ蔀ができる。三門のアンテナあ直径は4瀬働、鯉⑲

　　肩波数も低いので、技術的な問題はなく、衛・星重：量は主として消費電力

　　に嚇する6全ミ、鋤・ンを達成するに帯止軌道上で約αアトン滴

　ド既約2’6．b々加の円軌道‡で約5トン（以下これを0．7／5トンと牢記：ナ

　　る。〉．下定さ禍ので・当初はL・ケッドとの整合を臆して．ミ四・．

　　ンを2分し、（璽三⊃として測位・捜索・’救轍び海図作成をミッ・シ・ンと

　　する約α35／3トンの鯉を考え、残るミ・シ，。ンを約α35／3トンの

　　三三ヨ⊃によ燵成するものとする・本システムはこのよう四割ミ・．ジ・

一76．二

三
，

舗
，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　淫ll

2個沖知禰1躰の南赫道上にくるようにする・（亘面前⊃

の中央殿個打ち上げる。本シス7ムは運用実験システムであるので予備曜
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ド
は地上に置き、必要に応じて追加打上げを行う・

　唾）は航空機を対象とする管制、捜索・救難・測位・通信連絡等を目的

とする航法衛星であり、実現時期は1・980年代中頃以降と考えられる一。（測位

については日本本土上で精度5・顧3次元）・綿を含めて精度7・…が

得られ、老の他のサー’ビスはグローバルカバレジにできる。これも全ミラショ

ンを達成するには約2／14トンの衛星重：量を必要とするので、当初はミッシ

・ンを31分レて・ケットとの齢を騨こ聾し・（亜三⊃は・管制・騨・

雛並び磁島及び太平洋上の測伽・できる約留／5トンの衛星NS二抽

は直径革0配のアンテナを搭載し、日本本土上の高精度測位ができる約α7／

5トンの鯉とし・（亘）は欄伝送（音声を含む・綬け持つ約α7イ

5．トンの衛星である6これも分割潔ステムであるの．で運用実験システムと考え

られ・匝三∋・（亘亜⊃とも打キげ数は3・一40心隔で鼠嘔　　■
茎沖個である。また翻実駒ステムであるので備鯉面上に置き、　：涯
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　｝　、1‘
必要に応じて追加打上げを行う。

㊧は船舶艦鯉の輪運卿ステムであり・全ミッシ・塗融でき

細形醒の打上げ湖能に．なる，・99・年を待って噸するζと1（なうう・

ミッシ・ンは唖三）の項で述べたもの全音Bであ．購星点箪は細8／6ド、

ン、打上げ数は予備を含めて3個である。運用システムでは、機能の中断が入
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ぎ　
舷かかわる可能性褐るので・・軌道上予三星三三必要拷え．られるr・　　｝・・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〈亜≡⊃踊北醜繊を撒とする船舟三三即ある・鯉軌道として　，、
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　」
　　　　　　　　　　　　　　　　一71一

1h　　　瀞
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は24時間周期の極軌道：が考えられ、ペイr・一ドとしそは低高度軌道上で約6

トシ程度である。連続サービスの提供には4個の衛星を必要とし、情報は直接

スはDRS（衛星等の情報中継と追跡を行う衛星）経由で地上に送られる。時

騨⊂箪⊃と同噸冷ましい・

唾£三野航空航法鯉の本格運用システムで効＼やは姪ミッシ。ンが

達成でき、宇宙船の打上げが可能になる1♀90年代初頭を待つ・て実現をみ

ることほろう・ミ・シ・ンは（璽≡⊃の項で述べた内容を総合し観ので、鋤

宇宙船重：量は約2／14トンであり、低高度軌道上に旧いて一部組立ホ行われ

ることになろう。打上げ数は予備を含めて4個である。

匝≡⊃は北極空域を対象とする航空航法システムであり・、聾蜘2／・4

トン、打上轍は当面2個とし、嘲は匝∋嗣じ頃が望乞い。1

圏（璽⊃賄燈制実騨地であり、船舶・航空機両航法ミッシ。ンを総

合し港地内でデータを処理し・燗ρ櫛を加え磯騨処置ができる総合

管制基地の技術的確認を行うものであ、る。実現時期は1990年代後半と考え

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　もられ・奉地の重量は約301／200トン・入間及びミッション機器の輸送のた

め4（1瘢sx軌道への帰還時）／150トン程度の宇宙船をいくつか連結した

輸送船が必要となろう。

画は・MS－N・噸に宇酬の管制・大形燗翻等のミッション巌合

し、燗帳期滞在施設、予備機三等を勘ロして2…年頃に本格運用似テムに

改修されるものであ、る。基地は追加されて約100／700トンになると想定

した。更に人間及びミッション機器の輸送のたあ約4（低高度軌道への帰還時）／

15σトン程度の、’宇宙船をいくつか連絡した輸送船が当初3～・5基、引き続い1

て要員交代、修理、物資補給専のために年間4～6基三三となるものと考えら

れる。

　　　　　卜
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　～
　　　　　　　　　　　　　　　　一78一

醗

’唾≡⊃は栖洋上に細心の船舶と航空機を橡とするもので融融

約3／20トンである。情報伝達を主体にするので、打上げ数は予備を含めて

2基であわ、（i⑫漁り制御される・

　このほかに、地上通信の困難な地域に嫁いて、故障した自動車、超小形船、

不時着した小形航空機等から発す為ビ「コン電波を受信してその位罹を知るシ

スデムが考えられるが、宇宙部分としては移動通信用衛星（GS一，A5等）を

使用するものが望ましいものと考えられる。

　　4、関発技術

　　　全実施課題に共通に、次のことがいえる。

　　　（1）基礎技術

　　　　電波により船舶、航空機等の位置を求める技術については、運輸省電子航

　　法研究所等において世界水準の成果が得られており・実際の衛星システムに澄

　　ける確認を待っている・データ処理技術・情報伝送技術等については・運輸省

　　の回路レニめ三三幽ステム旧輔三軍話雑の糎デー樋信シス
　　　　　　　　　　　テム、船舶通信システム、自動車通信システム等の技術が利用でき、既存の衛
禽
　　星通信技術を含めて個別の基礎技術はほぼ確立しているといえる。

　　　（2）総合航法システムの開発

　　　　膨大鯛定●騨デマタの収集圏処理’記憶‘．自幽幽報・，遭難翻体

　　（船・航空機・宇宙船；陸上移動体）の識別・位置・時刻の自動検知と自動救

　　助指令・関連機関・救助船等さの自動通報、衝突予知、進路情報・航路情報・

　　気象情報等航法関連情報・警報の総合処理と自動選択通報等々、巨大な総合デ

　　ータ通信潔ステムの開発が必要である。
　　　〆
　　　（3）　200『0年前後の航法関係分野の有人ミジシヲ，ンについては、有人技術

一ブ9乙

」
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の進捗に依存する。・

5　自主開発／国際協力

　全実施課題について自主開発が可能である。ただし航空用システムの世界的

技術鱗r閧ﾉついて論定計醗籾国際実験嘱かして回る・

偽近灘国 ﾏ試織ってはアジア管窃墜テムめ推進力戯られ・靖
意義な国詰協力の1テニマとなろう。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　磯

・6　解決すべき問題点

　　｝1）DRS解出船の航行0蝕防止システムと・唐船・腔翻航蘭

　星システムとの関係（．共通システム品等）を明確化する必要がある。

　　（2）船舶用航法衛星システムについて依、，小形船舶の数が他国に比して群を

　抜いて多いという我が国の国情を反映させ、簡易な船上通信設備でサ＿ビスが

　受けられるようにナる必要があ乙。

　　（3）航空用航法衛星システムに：ついては、エァロサット計画等により埠界的

依技術忌物決定が腔． ｨ焼鯉シ阿ムに先立ち早嫌行われ疑と三
審そのシステ峨定に際しては、将来航空用心麟星システムにも使謬

　可能なようにシステムを決める必要がある。　　　　　　』　／

　　④航法鯉ジステム璽測位のために複数伽鯉を腰とす勧で樋

，嗣ジステムとの宇宙部分の三等に．ついて検討し・システム鋤靴を図る．

　こζが望ましい。

　・⑤　年間打上げ回数の大幅増加が必要である。

　　（6）1ggq鰐降はスペース1シヤ1ト♪・と同程度の打上げコ．ズトが望まれ

る・特に航法システムのカが船舶航法システムに比べLコストに対して厳しいで

　　　　　　、

　　　　　　　　　　　　　　　　　一80一　　ピ．　㌦

／　．

あろう。

7．開発スケジュール表

　　　　　年事項

1985年　　　1990年　　　1995年　　　2000年
@　　　　　　　　1　　　　　　　　　　　　、　　　　　　　　　　i

融船舶航法　’　システム

◎．35／3トン

諱@　　　　　　　　　　　　0．8　－6トン

　×2’　一運用実験一NS』3
@　　　　　　　　　　　　　×3　　　　　　　　　　　　×2

ﾜ　　　鰍嘱．南丁丁解
N＄一3　　　　　　　、

@　　　　　　　一轟

総合システム

一

　　　　　　薩3隻L書　　　　　　　　loo／麟ン洋　　　　30／200トン有弓離・屡需　　　　　⑧　⑱竈＝　　　r×3～5又3～5
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